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産業界からみた廃棄物処理法を巡る現状と課題等 〔概要〕

＜廃棄物処理法を巡る現状＞

■産業廃棄物を巡る状況の改善
◇産業廃棄物最終処分量の大幅削減（90年比８割超減）
→限界に近づくも、より一層の削減努力
（技術開発、異業種間連携等の推進）

◇最終処分場残余年数の改善（97年3.2年→2005年7.7年）
→より一層の延伸を図る環境整備
◇不法投棄件数・量の削減（９７年４０万t→2006年12万t）
→不法投棄撲滅に向けた努力
産業界における原状回復基金への資金協力

■循環型社会の着実な進展

◇循環型社会形成推進基本法や個別ﾘｻｲｸﾙ法等の
策定・改正により、事業者・国民の意識・行動の進展

◇廃棄物処理法の許可を取得する事業者の多様化

：資源循環を推進すべく、従来廃棄物として処理され
ていたものを原料として生産ﾌﾟﾛｾｽに投入し再利用
する大規模素材産業、拡大生産者責任の下で使用
済み製品のﾘｻｲｸﾙを手がける組立加工ﾒｰｶｰ、産
業廃棄物の自己処理を手がける製造事業者等(ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ企業での対応を含む）

◇国際的な資源需給逼迫への対応

⇒｢環境と経済が両立｣しうる３Ｒの一層の推進

■国際的な資源循環の推進

◇自国内での資源循環を基本としつつ、国際的な３Ｒ
の推進（日本政府が世界に提唱する３Ｒｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ）

◇わが国の優れた技術を活用し、ｱｼﾞｱ諸国等で発生
した廃棄物・使用済み製品等をわが国でﾘｻｲｸﾙ等

＜規制・運用の見直しに向けた
基本的な考え方＞

＜主な改善要望＞

■循環型社会の形成に向けて、資源循環に資
するリサイクルについては、廃棄物処理法の
厳格・煩雑な規制を緩和

■循環型社会形成に向けた事業者の努力を阻
害することなく、不法投棄を防止する運用強化

：未然防止・早期発見を基本とした政府・自治体にお
ける対策強化、最終処分場の確保、安全な処理を
実現する処理施設の確保

■｢地域循環圏の形成｣や｢環境と経済の両立｣
の観点を踏まえ、｢広域的な処理｣を推進する
法規制・運用のあり方

：循環資源の性質に応じた処理、規模の経済的視点

■廃棄物処理やリサイクル等に携わる
多様な担い手を考慮した法規制のあり方

：特例制度の活用・拡充等、業/施設の許可に係る規
制内容の差別化、産業廃棄物処理業者優良性評
価制度の拡充とリンクさせた形での規制緩和等

■許可手続や行政報告の簡素化・電子化

：政府・自治体における許可権限を減じないかたちで
の民間事業者の事務負担の軽減 （必要に応じ優良
性評価制度とのリンク等）

■欠格要件の行き過ぎた規制強化の見直し

：「施設許可」や「その他環境法令の過失違反で直罰を受けた場
合」等について、許可の取り消しを義務化した規制の見直し等

■特例制度の活用・拡充等

：情報処理・通信機器等について、同業他社製品も広域認定制
度による回収を認めるべき、各種特例制度の適用の弾力化・手
続の簡素化 等

■収集運搬業の許可の広域化
：地方ブロック単位への集約化（少なくとも都道府県への集約）

■地方自治体の独自規制の見直し

：「処理施設の設置」や「域外からの産業廃棄物の搬入」等に係る
事前協議制の見直し、処理施設設置に伴う都市計画審議会手
続の合理化（少なくとも定期開催）、申請書類・届出書類の統一
化、自治体間の法解釈の統一化等

■許可手続・行政報告に係る添付書類等の簡素化
／電子化・ワンストップサービス化

：処理施設・収集運搬業の許可について、役員の異動や軽微な
変更に係る変更手続に要する添付書類（役員の住民票・登記
事項証明書等）の削減

：廃棄物処理法に係る行政手続の電子化を推進するとともに、自
治体間での情報の共有化を図り、民間事業者が複数の自治体
に対して行う許可申請手続等についても、インターネット上で
一括して行えるようにすべき（ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ化）

■その他

◇産業廃棄物処理業者優良性評価制度の拡充
：処理業者・排出事業者双方にとってメリットのある制度へ

（優良許可業者への優遇措置の拡大、自治体等の審査、

排出事業者責任の軽減 等 ⇒格付け制度への発展）

◇電子ﾏﾆﾌｪｽﾄの普及に向けた促進策

：国・自治体における促進策（規制緩和、中小事業者に対する
資金面の手当て等）により、処理業者・排出事業者ともに一斉
に加入者を増やす工夫・努力 等

◇その他諸規制の緩和

□廃棄物の定義問題等
：将来的には、廃棄物処理については廃棄物処理法、ﾘｻｲｸﾙに
ついては資源有効利用促進法・個別ﾘｻｲｸﾙ法等により、生活
環境の保全を担保しつつ促進する法体系の整備 等

■国際的な資源循環を踏まえた法規制・運用

■地球温暖化対策との連携

■循環型社会形成に向けた資源循環の取組み
(ﾘｻｲｸﾙ等）を阻害する一面
◇廃棄物処理法は、廃棄物の適正処理の確保のた
めに重要な法律

◇他方で、本法はいわゆる悪質な処理業者を想定し
厳格かつ煩雑な規制を課していることから、大規模
製造事業者等における循環型社会形成に向けた
自主的取組（ﾘｻｲｸﾙ等）を阻害する一面

〔Ａ〕産業廃棄物を巡る構造改革(悪質な処理
業者の排除）の推進と、

〔Ｂ〕循環型社会形成に向けた動脈企業等

の資源循環の取組みとが、

両立する諸規制・運用のあり方の検討
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【産業界全体(31業種)からの産業廃棄物最終処分量】
（単位：万トン）

日本経団連 環境自主行動計画〔循環型社会形成編〕－ 2007年度ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査結果 －

2010年度第一次目標〔1990年度実績の７５％減〕を

2005年度実績において、４年連続して前倒しで達成

２００６年３月に第二次目標〔1990年度実績の８６％減〕に改定

１．産業廃棄物を巡る状況の改善

：産業廃棄物問題が社会問題化していた90年代、97年廃棄物処理法改正時に比べ、状況はかなり改善

◇産業廃棄物最終処分量の大幅削減

Ⅰ．廃棄物処理法を巡る現状

Ⅰ．廃棄物処理法を巡る現状
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＜ 産業廃棄物最終処分場の残余容量及び残余年数の推移 ＞

（平成20年版環境白書より作成）

◇産業廃棄物最終処分場の残余年数の延伸

Ⅰ．廃棄物処理法を巡る現状
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不法投棄件数及び投棄量（各年度新規発覚分）の推移

◇不法投棄件数・量の減少

Ⅰ．廃棄物処理法を巡る現状



5

不法投棄等の不適正処分

都道府県知事等による措置命令

原因者による支障の除去等 都道府県等による行政代執行

生活環境の保全上の支障又は生ずるおそれ

【平成10年６月17日以降の不法投棄】

⇒廃棄物処理法に基づく財政支援

補助率: ３／４

【平成10年６月17日以前の不法投棄】

⇒産廃特措法に基づく財政支援

補助率: 有害物 １／２
その他 １／３

地方債の起債特例特別地方交付税措置

◇産業界における｢産業廃棄物不法投棄原状回復基金｣への協力

産業界１／２

国 １／４

（地方１／４）

<財政支援>

：不法投棄の投棄者が不明、または資力不足の場合、
代執行により原状回復を行う地方自治体に対し、総事業費の７５％を補助する基金

～産業界は、｢社会貢献｣として、基金の1/2の資金を拠出～

産業廃棄物適正処理推進基金

Ⅰ．廃棄物処理法を巡る現状
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２．循環型社会の着実な進展

◇循環型社会形成推進基本法・個別リサイクル法・資源有効利用促進法等の相次ぐ制定・改正

Ⅰ．廃棄物処理法を巡る現状
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廃棄物処理法の許可を取得する事業者は、いわゆる伝統的な中小の廃棄物処理業者のみならず、廃棄物の
自己処理やﾘｻｲｸﾙ事業等を手がける大規模製造事業者（子会社等ｸﾞﾙｰﾌﾟ企業を含む）など、動脈企業にも拡大

例：資源循環を推進すべく、従来廃棄物として処理されていたものを原料として生産プロセスに投入し再利用す
る大規模素材産業(鉄鋼・非鉄金属・ｾﾒﾝﾄ業等）、拡大生産者責任の下で使用済み製品のﾘｻｲｸﾙを行う組立
加工ﾒｰｶｰ、排出事業者者責任の下で廃棄物を自己処理する製造事業者等

◇廃棄物処理法の許可を取得する事業者の多様化

Ⅰ．廃棄物処理法を巡る現状
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Ⅱ．廃棄物処理法に係る規制・運用の見直しに向けた基本的な考え方

１．より深化した循環型社会の形成に向けて、資源循環に資するリサイクルについては、

廃棄物処理法の厳格・煩雑な規制を緩和する方向で検討すべき

２．廃棄物・リサイクルに携わる多様な担い手を考慮した法規制のあり方を検討すべき

：廃棄物処理法の特例制度の活用・拡充等、業の許可と施設の許可に係る規制内容の差別化、

産業廃棄物処理業者優良性評価制度の拡充とリンクさせた形での規制緩和等

３．｢地域循環圏の形成｣や｢環境と経済の両立｣の観点を踏まえ、

｢広域的な処理｣を推進する法規制・運用のあり方を検討すべき

：循環資源の性質に応じた処理、規模の経済の観点

４．許可手続や行政報告を必要最小限に簡素化・電子化すべき

：適正処理を確保する観点から、政府・自治体の許可権限を減じることが難しい場合には、

少なくとも、民間事業者の事務負担の軽減を図るべく、行政手続の簡素化・電子化を推進すべき

（必要に応じ、優良性評価制度とのリンク等）

５．循環型社会の形成に向けた事業者の努力を阻害することなく、

不法投棄を防止すべく、運用面の対策を強化すべき

：未然防止・早期発見を基本とした政府・自治体における対策強化、最終処分場の確保、安全な処理を実現す
る処理施設の確保

６．国際的な資源循環を踏まえた法規制・運用のあり方

Ⅱ．廃棄物処理法に係る規制・運用の見直しに向けた基本的な考え方
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Ⅲ．廃棄物処理法の規制・運用に係る主な改善要望

２．欠格要件の行き過ぎた規制強化の見直し

：｢施設の許可｣や｢その他環境法令の過失違反で直罰を受けた場合｣等について、許可取消しの義務化規定の見直し 等

（廃棄物処理法の許可と直接関係のない事業においてその他環境法令の過失違反をした場合等について、欠格要件から除外することも検討すべき）

１．特例制度の活用・拡充等

：パソコン等の情報処理・通信機器等について、同業他社製品も広域認定制度による回収を認めるべき 等

：使用済み製品・建設廃棄物に係る広域認定制度における収集運搬につき、ｼｽﾃﾑとしての宅配便の活用 等

：各種特例制度の認定の弾力化・手続の簡素化 等

３．収集運搬業の許可の広域化 ：地方ﾌﾞﾛｯｸ単位への集約化（少なくとも都道府県単位への集約）

４．許可手続・行政報告に係る添付書類等の簡素化／電子化・ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ化

：処理施設・収集運搬業の許可について、役員の異動や軽微な変更に係る変更手続に要する添付書類（役員の住民票・登記事項証明書等）
の削減 等

：廃棄物処理法に係る行政手続の電子化を推進するとともに、自治体間で情報の共有化を図り、民間事業者が複数の自治体に対して
行う許可申請手続等についても、インターネット上で一括して行えるようにすべき（ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ化）

５．地方自治体の独自規制の見直し

：｢処理施設の設置｣や｢域外からの産業廃棄物の搬入｣等に係る事前協議制等の見直し、処理施設の設置に伴う都市計画審議会手続
の合理化（少なくとも定期開催）、申請書類・届出書類の統一化、自治体間の法解釈の統一化 等

＊循環型社会の進展を踏まえて、悪質な処理業者のみを想定することなく、多様な担い手を想定しな
がら、〔Ａ〕産業廃棄物を巡る構造改革（悪質な処理業者の排除）を推進しつつ、〔Ｂ〕循環型社会形
成に向けた動脈企業等の資源循環の取組みを阻害しないよう、両者が両立しうる諸規制・運用の
あり方を検討・実現すべき。

Ⅲ．廃棄物処理法の規制・運用に係る主な改善要望
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６．その他

(1) 産業廃棄物処理業者優良性評価制度の拡充

：産廃処理業者・排出事業者双方にとってメリットのある制度に改善すべき

（例えば、自治体・第三者機関の審査により、優良許可業者への優遇措置の拡大、排出事業者責任の軽減等⇒格付制度への発展）

(2)  電子マニフェストの普及に向けた促進策

：国・地方自治体における促進策（規制緩和〔行政報告等の簡素化・最終処分までの確認の免除等〕や中小事業者に対する資金面の
手当て等）により、廃棄物処理業者・排出事業者ともに一斉に加入者を増やす工夫・努力 等

(3)  その他諸規制の緩和

：地球温暖化対策の観点から、鉄道貨物・海上輸送を活用した収集運搬に係る運用改善 等

Ⅲ．廃棄物処理法の規制・運用に係る主な改善要望

※廃棄物の定義問題等

：より深化した循環型社会形成のためには、将来的には、廃棄物処理については廃棄物
処理法、ﾘｻｲｸﾙについては資源有効利用促進法や個別ﾘｻｲｸﾙ法等の充実により、生活
環境の保全を担保しつつ促進する法体系の整備等が必要
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α社（Ｘ社子会社）
【収集運搬業許可】
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（Ａ社の廃棄物処理）
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（Ａ社使用済製品の

ﾘｻｲｸﾙ）

【業許可/施設許可】

社外監査役の兼任

役員派遣あり 役員派遣あり
役員派遣なし

製造業Ｚ社

＜本社＞
社外取締役の兼任

取り消し

取り消し取り消し
取り消し取り消し

取り消し 取り消し
取り消し

継続

継続

再開

参考資料

◇循環型社会の進展に伴い、全国各地に工場を有している製造事業者が、ある工場では自己処理のための廃棄物処理施設を有していたり、生産設備を活用してリサ
イクルや廃棄物処理を行っていたり、個別リサイクル法に基づくリサイクル事業を実施しているケースが多く存在する。

◇そのような事業者において、例えば、廃棄物処理法の許可とかかわりのない生産工場の一つ（Ｘ社のＡ生産工場）において、生産工程上の何らかの事故によって、
水質汚濁防止法上の過失違反に基づく直罰を受けてしまった場合に、他の工場（Ｂ工場、Ｃ工場、ﾘｻｲｸﾙ工場等）が有する廃棄物処理施設や業の許可が自動的に
即取り消され、廃棄物処理施設の稼動や廃棄物処理・リサイクル事業が５年間停止してしまうリスクを負うことになる。これは、悪質業者のみを想定した廃棄物処理
法上の行き過ぎた規制強化の一例と考える（ちなみに、水質汚濁防止法の過失を犯した生産工場は、水質汚濁防止法の規定に基づき、改善措置を講じれば、工
場の生産活動を再開することができるのに対し、過失行為が波及して許可が取り消された他工場の廃棄物処理施設の稼動や廃棄物処理・ﾘｻｲｸﾙ事業は、即停止
され、５年間再開することができない）。

このような大きなリスクを負うことでは、循環型社会の形成に寄与すべく、廃棄物処理法の許可を取得してリサイクル等の事業を積極的に行おうとする意欲が減退
してしまう。このようなケースでは大量の廃棄物や個別リサイクル法に則った循環資源を受け入れていることから、地域の廃棄物処理や個別ﾘｻｲｸﾙ法の円滑な運
用にも支障をきたす。全国各地に多数の事業所を有する大規模製造事業者ほど、このような許可の自動取消しの波及リスクを負うのが実態。

⇒少なくとも、その他環境法令の過失違反については、その過失の度合い等により、自治体が許可を取り消すかどうか判断する余地を残すべきである（｢許可を取り消
すことができる｣規定にすべきである）。また、廃棄物処理法の許可と直接関係のない事業でその他環境法令の過失違反を犯したした場合には、欠格要件から除
外することも検討すべきである。 加えて、悪質業者の排除という法目的の観点から、許可取消しが義務化されるのは業の許可のみとし、施設の許可については
｢許可を取り消すことができる｣規定にすべきである。
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収集運搬業の許可の広域化 等

◇個社ないしグループ会社全体で、100ヶ所（県・政令市・中核市）を超える収集運搬業の許可を取得
している企業が複数社あり（運送事業者のみならず製造事業者のケースも）。

廃棄物処理法に係る行政手続の事務負担は極めて大きい。

参考資料

＜収集運搬業の許可を107ヶ所取得しているＡ社の行政手続に係る事務負担（試算）＞
＊仮定 ：取得許可数：産業廃棄物収集運搬業 107許可、特別管理産業廃棄物収集運搬業 107許可

総役員・使用人・監査役数： 20人

◇５年ごとの許可更新に係る事務負担：

約31４万円+約100万円＝約400万円／年（人件費も加えると年間700万円超）

・許可更新料 （73,000円×107許可 ＋74,000円×107許可）÷５年＝314万円/年

・必要な書類：以下の書類（約100数十枚）×214セット

※必要書類取得費用 約100万円/年（必要書類、必要枚数により上昇）

：許可申請書、事業計画書の概要、搬入先業者の許可証の写し、業務に関する体制、事業の用に供する施設、車
両等の写真、自動車検査証の写し、車両の貸借等に関する証明書、運搬容器の写真、事務所及び事業所付近の
見取図、車両保管場所の地図、車両保管場所の区画詳細図、講習会終了証の写し、事業開始に要する資金・調
達方法、誓約書、許可証、直前３年分の貸借対照表・損益計算書、直前３年分の納税証明書、直前３年分の確定
申告書、定款又は寄付行為、法人登記簿謄本、株主の登記簿謄本、全役員の住民票、登記事項証明書等

・その他人件費等［｛4日間（2,500円/h×8h×4日）×107自治体×2（産廃・特管）｝÷5年≒350万円

※｢先行許可証｣の活用制度があるが、自治体に普及していないのが実情。

◇役員の異動に係る変更手続の事務負担 （大企業では、通常、数名の役員の異動があるのが一般的）

・全役員(20名分）の住民票等 約200万円（実績ベース）（異動役員のみならず全役員（20名分）の住民票の提出を求める自治体も存在）

・登記事項証明書 約20万円（実績ベース）
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許可手続・行政報告に係る電子化・ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ化のイメージ

参考資料

A県（審査）

自治体共通の
情報DB
＋

(自治体別情報)

事業者が持参

許可の申請・変更等に際し、事業者が必要情報を
オンライン登録。

変更時は変更情報のみ更新。

α β

α

β

最大107ヶ所

インターネット

＜現状＞ ＜ワンストップサービス化のイメージ＞

B県（審査）

C県（審査）

D県（審査）

A県（審査）

B県（審査）

C県（審査）

D県（審査）

以 上



番号 タ　イ　ト　ル

1 廃棄物処理法に係る許可の欠格事由の見直し

2 廃棄物処理法に係る許可手続の簡素化・電子化

3 PCBに関する届出事項の簡素化・重複報告の削減

4 PCBに関する届出書に記載する「廃棄物の種類」に係る区分の簡素化【新規】

5 情報機器に係る広域認定制度における取扱いの見直し

6 繊維製品に係る広域認定制度の適用範囲の拡大【新規】

2008年度経団連規制改革要望【廃棄物・リサイクル分野抜粋】

-2008年度あじさい月間に政府規制改革会議に提出した要望-

2008年６月17日

日 本 経 団 連

参考資料

6 繊維製品に係る広域認定制度の適用範囲の拡大【新規】

7  アジアの資源循環に資する特定有害物質含有物の輸入手続の緩和

8 産業廃棄物収集運搬業許可の広域化ならびに取扱いの徹底

9 廃棄物処理法等に係る事前協議制等の見直し

10 廃棄物処理施設の設置に伴う都市計画審議会手続の合理化

11 建設リサイクル法におけるリユースの扱いの見直し【新規】



廃棄物・リサイクル、
環境保全(1) 廃棄物処理法に係る許可の欠格事由の見直し

規制の現状

　悪質な処理業者を排除する観点から、2003年12月施行の改正廃棄物処理法によって、廃棄物処
理業ならびに処理施設の許可の取消要件が強化され、廃棄物処理法第７条第５項第４号または第
14条第５項第２号に規定する欠格事由に該当する時は、地方公共団体の長は、「許可を取り消さな
ければならない」（｢義務的取消し｣）ことになった。
　その１つとして、事業者が、大気汚染防止法、騒音・振動規制法等の環境関連法令(※)違反で罰金
刑を受けた場合、５年間にわたって｢欠格要件｣に該当することとなり、廃棄物処理業のみならず処理
施設に係る許可も自動的に取消される。その場合、５年間、廃棄物処理法に係る許可を新規に取得
することができない。
※その他の環境関連法令
　大気汚染防止法、騒音規制法、振動規制法、海洋汚染防止法、水質汚濁防止法、
　悪臭防止法、特定有害廃棄物の輸出入等規制に関する法律、
　ダイオキシン対策特別措置法、ＰＣＢの適正処理に関する特別措置法

根拠法令等
廃棄物処理法第15条の３第１項、第14条第５項第２号イ、第７条第５項第４号ハ
廃棄物処理法施行令第４条の６

要望内容

　悪質な廃棄物処理業者の排除を目的とした欠格要件が、廃棄物処理に係る構造改革を推進しつ
つ、循環型社会の構築に向けた動脈産業等の取組みを阻害しないよう、両者を両立しうる制度への
改善をすべきである。具体的には下記の４点について見直すべきである。
①悪質業者を排除する目的を果たすためには、欠格要件に該当することになった場合、自動的に許
可が取消されるのは廃棄物処理業の許可のみで十分であり、廃棄物処理施設の許可については
「裁量的取消し」（｢取り消すことができる｣）とすべきである。
②過失によるその他環境関連法令違反で直罰を受けた場合については、施設許可のみならず、業
の許可についても「裁量的取消し」とすべきである。
③欠格要件が適用される法人役員の範囲について、業務執行に直接関係の無い社外監査役は対
象外とすべきである。
④欠格要件に該当した場合においても、個別リサイクル法におけるリサイクル施設の認定について
は裁量的な取消しとするとともに、個別リサイクル法による事業が継続できるようにすべきである。
　「規制改革・民間開放推進３か年計画」に基づき、「学識経験者等からなる検討会」を設け、2007年
３月に報告書がまとめられたが、当会の要望は実現されなかった。本年１月より、「欠格要件の在り
方検討会」における検討が再開されたことは評価でき、上記要望が実現される方向で検討すべきで
ある。

①2003年の廃棄物処理法改正の趣旨は、廃棄物処理業を営む悪質な業者に対して厳しく行政
処分を課すことであった。悪質な廃棄物処理業者の排除には処理業のみの許可取消しで可能
であり、主に施設の技術上の基準について審査する(法第15条の２)「廃棄物処理施設の許可」
まで、「義務的取消し」とする必要はない。廃棄物処理施設許可の「義務的取消し」は、廃棄物
の適正処理が可能な施設の不足をもたらし、廃棄物処理による環境問題を誘発することが懸念
される。
　近年、製造事業者が、ゼロエミッションを目的に自ら廃棄物処理を行う場合や、生産プロセス
を活用して廃棄物処理を行うために、廃棄物処理施設及び業の許可を取得しているケースが
多い。そのため、施設許可が義務的に取消されると、事業者は廃棄物の自己処理ができなくな
る。また、生産プロセスを活用した廃棄物処理が不可能となり、廃棄物の適正処理に支障をき
たす。さらに全国に複数の事業所を有する製造事業者においては、１ヵ所の事業所における欠
格要件が全事業所にまで適用され、影響が不必要に拡大する。
②生産設備においては環境法令違反を犯した場合、速やかに違反原因への対処や再発防止
策を講じることにより、当該設備の再開が可能である。しかしながら廃棄物処理法の欠格要件
の適用を受けて波及的に許可が取消された処理施設は、５年にわたって再稼動できない。
　とりわけ、その他環境法令に直罰規定のある大気汚染防止法、水質汚濁防止法、海洋汚染
防止法が含まれている。製造事業者にとって、過失や事故等によっても直罰規定の適用される
法律により欠格事由に該当する直接関係ない違反でも、廃棄物処理やリサイクル事業に影響
が及ぶことになり、行き過ぎた規制といわざるを得ない。
③悪質な処理業者の黒幕を排除する目的で、欠格要件に該当する者の範囲を「法人に対し業
務を執行する役員、取締役、執行役またはこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有すると認
められる者」と定めている。
　しかしながら、株式会社の監査役は、制度上、取締役や執行役等の業務執行を監査する立場
にあり、ガバナンスの趣旨から見ても、監査の権限を高めることで業務執行からの独立性の確
保を図っているので、監査役を取締役や執行役に準ずる支配力のある者として欠格要件の対
象とするのは行き過ぎである。
④個別リサイクル法に基づく特定物品のリサイクルは、所管大臣の認定を受けることで実施で
きるが、リサイクル施設については廃棄物処理法の施設許可が必要である。欠格要件に該当
することによる事業停止リスクの存在が、リサイクル事業の拡大を阻害している。

制度の所管官庁
及び担当課

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部

要望理由

廃棄物・リサイクル分野抜粋

1



廃棄物・リサイクル、
環境保全(2) 廃棄物処理法に係る許可手続の簡素化・電子化

規制の現状

　産業廃棄物処理業ならびに産業廃棄物処理施設の許可申請にあたっては、
当該業を行おうとする区域ならびに当該施設を有する区域を所管する都道府
県知事、政令で定める市の長の許可を個々に取得する必要がある。
　また、許可申請・変更手続に際して、全役員に係る住民票や登記事項証明書
等が求められるなど、膨大な事務処理が必要とされている。

根拠法令等 廃棄物処理法第14条第１項、第15条第１項

要望内容

①廃棄物処理施設ならびに収集運搬業の許可について、役員の異動に係る
変更手続に要する添付書類（住民票・登記事項証明書等）を削減する方向で
見直すべきである。少なくとも、業を目的としない自社処理のための廃棄物処
理施設について、添付書類を削減すべきである。
　加えて、廃棄物処理施設について軽微な変更を行う場合の届出に際し、すで
に届出ている役員に係る添付書類については削減すべきである。
②廃棄物処理法上の行政手続について情報化を推進し、民間事業者が行う許
可申請手続を一括してインターネットで行えるようにすべきである。「規制改革
推進のための３か年計画(改定）」(2008年３月25日)において、廃棄物処理法上
の許可情報等について「事業者や地方公共団体の意見も踏まえつつ、電子化
にむけた検討を行う」と記載されたことは評価でき、民間事業者の行政手続の
簡素化に資する情報システムの構築を早期に実現すべきである。
　その際、許可情報について地方公共団体間で共有し、民間事業者が複数の
地方公共団体で許可を取得する場合には、ある１つの地方公共団体で手続き
を行えば、その他の地方公共団体への行政手続は大幅に簡素化できるように
すべきである。また、廃棄物処理法に基づく各種届出業務（多量排出事業者に
よる産業廃棄物処理計画・報告書、自治体条例に基づく情報提供等）を簡素
化・統一化するなど、民間事業者の申請手続の情報化・合理化を推進すべき
である。同３か年計画において自治体間における情報共有化等についても検
討を行う旨が記載されたことは評価でき、本要望を実現すべきである。

要望理由

①大規模製造事業者等においては、役員は数十人にも及び、また、役員が外
国に居住している場合もある。このような場合において、役員の異動があるた
びに、代表者や当該施設を所管している役員以外の役員についても、添付書
類を求めるのは非常に事務負担が大きい。とりわけ廃棄物収集運搬業者は多
くの地方公共団体の許可を有しており、その事務手続は膨大である。
　役員の届出は悪質な業者の排除を目的としていることから、少なくとも、業を
目的としていない自社処理施設の場合には、添付書類を削減するなど、手続
を簡素化すべきである。加えて、処理施設の軽微な変更の場合にも、添付書
類の削減を検討すべきである。
②将来的には、廃棄物処理法の許可手続に係る全国的な情報システムを構
築し、民間事業者がインターネットの活用により、複数の地方公共団体に対し
て申請手続を一括して行うことができれば（ワンストップサービスの実現）、事
務負担の大きな軽減につながる。行政手続に係る事務負担の軽減、電子政府
化の推進等の観点から、民間事業者にとっても使い勝手のよい廃棄物処理法
に係る情報システムを構築すべきである。

制度の所管官庁
及び担当課

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部

2



廃棄物・リサイクル、
環境保全(3) ＰＣＢに関する届出事項の簡素化・重複報告の削減

規制の現状

　ＰＣＢ廃棄物保管事業者及びＰＣＢ廃棄物を処分する者は、ＰＣＢ特別措置法
に基づき、ＰＣＢ廃棄物の保管・発生・移動・処分・使用状況等について、量の
多寡に係らず詳細な情報を都道府県知事等に毎年度届出なければならない。
　一方、廃棄物処理法では、産業廃棄物の排出抑制・リサイクル促進等の観
点から、「多量排出事業者」に対し、ＰＣＢ廃棄物も含めて、廃棄物の種類ごと
に発生量・処理量など、産業廃棄物等に毎年度提出すべき旨、規定している。

規制の根拠法令

ＰＣＢ特別措置法第８条
ＰＣＢ特別措置法施行規則第５条
廃棄物処理法第12条第７項、第12条第８項、第12条の２
廃棄物処理法施行規則第８条17の２、第８条の17の３

要望内容
　廃棄物処理法で規定している「多量排出事業者」の計画・報告内容から、ＰＣ
Ｂ廃棄物は除外し、多量排出事業者に該当するか否かの判断基準からもＰＣ
Ｂは除外すべきである。

要望理由

　事業者の事務負担を軽減する観点から、行政への届出、報告義務は必要最
小限とすべきである。
　廃棄物処理法における多量排出事業者の制度は、廃棄物の排出抑制・リサ
イクルや適正な処理を推進することを目的に定められているものである。他方
でＰＣＢ特別措置法におけるＰＣＢ廃棄物の保管等の届出は、ＰＣＢ廃棄物の
紛失等を防止し、確実かつ適正な処理を確保するために定められているもの
である。
　ＰＣＢ廃棄物の処理は、多量排出事業者制度の意図でもある排出抑制・リサ
イクル促進等といったものとは異なる観点から行われるべきものである。また、
多量排出事業者のもう１つの意図でもある適正な処理の推進については、ＰＣ
Ｂ特別措置法で定められている事項であることから、多量排出事業者の制度
でさらに適正処理に関する報告を求めることは不要である。
　したがって、都道府県知事等への届出事項の簡素化・重複報告の排除の観
点から、ＰＣＢ廃棄物に関する事項については、多量排出事業者に係る報告制
度の枠組みから切離すべきである。

制度の所管官庁
及び担当課

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課
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廃棄物・リサイクル、
環境保全(4)

ＰＣＢに関する届出書に記載する「廃棄物の種類」に係る区分の簡素化
【新規】

規制の現状

　ＰＣＢ保管事業者はＰＣＢ特別措置法に従い、都道府県知事に対して、毎年
度、ＰＣＢ廃棄物の保管及び処分状況等届出書を提出する必要がある。
　この届出の記載内容は、ＰＣＢ廃棄物の種類ごとに記載することになってお
り、その種類は記入要領（ＰＣＢ特別措置法の保管状況等の届出様式等の記
入要領：環境省作成）で定められ、安定器は４種類に細分化されているなど詳
細に分類分けが行われている。

規制の根拠法令
ＰＣＢ特別措置法第８条
ＰＣＢ特別措置法施行規則第５条
ＰＣＢ特別措置法の保管状況等の届出様式等の記入要領別表２

要望内容
　ＰＣＢ保管事業者の管理負担を軽減するため、届出書に記載すべき「ＰＣＢ廃
棄物の種類」の区分を一部統合する方向で、見直すべきである。

要望理由

　ＰＣＢ保管事業者は正確な管理を行うために、ＰＣＢ廃棄物について現物確
認を行っている。
　ＰＣＢ廃棄物の保管、現物確認にあたって、届出書に記載するＰＣＢ廃棄物
の種類ごとにドラム缶などの保管容器に入れている場合は、種類ごとに保管
容器が必要となるため、廃棄物の容積に比べて保管スペースが多量に必要と
なる。
　また、種類ごとの保管ではなく、複数種類の機器を同じ保管容器に入れてい
る場合は、現物確認時にＰＣＢ廃棄物の種類を特定した上で数量を確認するこ
とが必要であり、確認作業に多大な手間が必要となる。ＰＣＢ廃棄物処理は必
ずしも円滑に進んでいないことから、電機機器ユーザーは多量のＰＣＢ廃棄物
機器を保管せざるを得ず、その保管場所の確保等に大変苦慮している。
　したがって、ＰＣＢ廃棄物の保管管理を必要最低限なものに合理化し、保管
スペースを有効に活用できるようにすべきである。
　例えば、現在の区分では照明用コンデンサ、蛍光灯安定器、ナトリウム灯安
定器、水銀灯安定器等に細分化されている小型機器の区分を、「小型電機機
器」といった区分に統合すべきである。

制度の所管官庁
及び担当課

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課
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廃棄物・リサイクル、
環境保全(5) 情報機器に係る広域認定制度における取扱いの見直し

規制の現状

　広域認定制度の対象となる廃棄物は、基本的に、認定された者が「製造加工又は販売を行った製
品」に限定されている。
　ただし、情報処理機器及び通信機器の場合、同一性状の他社製品の回収依頼を受けることが多い
ことから、政省令改正の際に、実態を踏まえた運用を行うよう関係業界から要望したところ、2003年
度のパブリックコメントに対する環境省の回答で、製造事業者等が同業種の他社製品の回収も可能
との方針が示された。しかしながら、現行では、共同で広域認定を申請している他社製品の場合に限
定され、全ての回収製品が共同申請していない他社製品の場合には、広域認定制度による回収が
認められていない。
※2003年度の要望を受けて政府より発出された他社製品に関する見解は以下のとおり。
①パブリックコメント：「本制度においては、製造事業者等が同業種の他社製品が廃棄物となったものを含めて
処理する行為も対象となる」
②広域認定制度申請の手引き（改訂版）（環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部発行）：　「1.2.1 産業廃棄
物【※自社製品と他社製品の区別】で、２における「製品」として、製造事業者等が自ら製造、加工又は販売を
行った製品に加え、当該製品と一体的に販売される他社の製品や、当該廃棄物にやむを得ず混入してしまった
ものについても、当該認定に係る一連の処理行程において適性な処理が確実に行われる場合には、本制度の
対象となります」

規制の根拠法令
廃棄物処理法第15条の４の３第１項第２号
廃棄物処理法施行規則第12条の12の８

要望内容

　広域認定制度において、対象産業廃棄物が「情報処理機器（及び通信機器）が産業廃棄物となっ
たもの」の認定を受けている場合は、製品の販売に伴い発生する使用済製品（新製品の導入に伴い
撤去された機器等）の回収が適正かつ効率的に行うことが可能であることから、全ての回収製品が
共同申請していない他社製品の場合においても、広域認定制度による回収を可能とすべきである。

【現状】
　情報処理機器及び通信機器では、世界的に機器の標準化・規格化が進んでおり、ハードウエアの製造メー
カーの格差はほとんど無い。このため以下のようなビジネスが展開されている。
ア．情報処理機器及び通信機器のシステムは、一般的に単一メーカーの製品で構成されるものではなく、
　　複数メーカーの機器の組合わせで構成されている。
イ．システムの受注は主たるメーカー１社となることが一般的であり、受注したメーカーが他メーカーの機器も
　　含めて納入する。
ウ．システムを受注したメーカーは、システムの納入に伴い、使用済機器を一括して回収・廃棄処理するよう
　　ユーザーから要求される。特に公共機関の入札においては、一般的に、使用済機器を一括して
　　廃棄処理することが前提条件として付与されている。
エ．回収・廃棄処理を依頼される使用済機器の全てが、システムを受注したメーカー以外のメーカーの機器で
　　構成されていることもまれではない。この場合、システムを受注したメーカー以外のメーカーが、
　　機器の導入・撤去にはかかわらない場合がほとんどである。
【他メーカーの機器の適正処理が担保できる理由】
①広域認定制度において、対象廃棄物が「情報処理機器（及び通信機器）が産業廃棄物となったもの」の
　　認定を受けているメ－カー（以下「認定メーカー」）が扱う情報処理機器及び通信機器は、メーカーの違いに
　　よるハードウエアの特異性はきわめて少なく、標準化・規格化された製品である。
ア．メーカー各社は、共通の再資源化事業者を利用している場合が多く、かつメーカー独自の処理方法を
　　必要としない。このことは、家電リサイクルの４製品の再資源化事業者による処理方法に類似している。
イ．製品の部品の標準化・規格化が世界的規模で進んでおり、部品のサプライヤーも淘汰されている。
　　各製造メーカーの機器には、サプライヤーまたは部品自体が共通であったりする場合が一般的である。
　　例えば、パソコンのＣＰＵでは、２社の寡占状態であり、製品にこれらの企業の部品を使用すれば、
　　おのずとハードウエアの規格が統一されて他の部品の共通化にも波及する。
ウ．プラスチック材料のＩＳＯ表示が定着しており、再資源化事業者が処理する場合にも分別が容易である等、
　　適正処理と高い再資源化率を達成している。

②認定メ－カー各社は、本制度を利用して、以下の取組みを積極的に行うことにより、使用済情報処理
　　機器や通信機器の適正な再資源化処理を効率的に実現している。
ア．各メーカーは、自社のホームページ等で製品情報及び製品の環境情報を公開しており、
　　メーカー間でこれらの情報を共有することで、他社製品の適正処理を可能にしている。
イ．各メーカーは、環境配慮設計を着実に実施しており、解体容易性などで資源の分別を効率的に実現し、
　　適正処理と３Ｒ推進の妨げとなる有害物質の使用を抑制している。
ウ．パソコンの場合は、Ｊ－Ｍｏｓｓ制度により、各社製品とも有害物質使用の有無が明白であり、
　　他メーカーの機器でも適正処理が可能である。
エ．業界内でメーカー間共通のリサイクル目標を設定し、各メーカーともその達成に向けて取組んでいる。
オ．回収から処分までの管理システムを構築し、適正な回収・処分を実施している。
カ．一連の処理工程について定期的な監査を実施しており、適正処理を維持している。
 　認定メ－カーは、上記の取組みにより、「情報処理機器及び通信機器」の分野において、広域認定制度を通じ
て同一性状の他メーカーの機器を回収した場合であっても、拡大生産者責任の考え方に基づく目的である、製
品廃棄物の適正処理、再資源化の促進を実現でき、不適正処理や不法投棄を防止することができる。
　したがって、認定メーカー等による効率の高い適正処理が確実な同一性状の製品については、自社機器と他
社機器が混合した場合のみではなく、撤去対象が全て他社機器の場合であっても、広域認定制度を利用して
メーカー等が処理を受託できるように、実情を踏まえた広域認定制度の運用のもとに、情報処理機器と通信機
器の再資源化の促進を図るべきである。

制度の所管官庁
及び担当課

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部

要望理由

5



廃棄物・リサイクル、
環境保全(6) 繊維製品に係る広域認定制度の適用範囲の拡大　【新規】

規制の現状

　広域認定制度は、拡大生産者責任にのっとり、製造事業者等自身が自社の
製品の再生または処理の工程に関与することで、効率的な再生利用等の推進
等を目的とした、廃棄物処理法上の特例制度である。
　しかしながら、現行では、繊維製品に係る広域認定制度は、産業廃棄物であ
る使用済ユニフォーム等しか認められておらず、一般廃棄物である繊維製品
は認められていない。
　また、現状、産業廃棄物であっても、繊維製品のサーマルリサイクルは広域
認定制度として認められていない。

根拠法令等 廃棄物処理法第９条の９、第15条の４の３

要望内容

①繊維製品に係る広域認定制度について、一般廃棄物である｢合繊（ポリエス
テル、ナイロン６等）から作られた一般衣料｣のケミカルリサイクルも認めるべき
である。
②少なくとも産業廃棄物である繊維製品について、サーマルリサイクルの広域
認定制度を認めるべきである。

要望理由

①合繊メーカーは、合繊から作られた一般衣料についても、合繊から作られた
ユニフォームと同様、経済的かつ二酸化炭素排出量の少ないケミカルリサイク
ルの技術ならびに設備を有している。
　合繊メーカーなどの製造・販売事業者が、合繊から作られた一般衣料を回
収・リサイクルするための法的枠組みが整備できれば、わが国における繊維製
品のリサイクル率を向上させるための有効な手段となる。
②加えて、繊維製品は多品種小ロット製品であることから、技術的にリサイク
ルが難しい。そこで、繊維製品に係るサーマルリサイクルの広域認定が認めら
れれば、繊維製品のリサイクル率が格段に向上する。

制度の所管官庁
及び担当課

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課・廃棄物対策課
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廃棄物・リサイクル、
環境保全(7)

アジアの資源循環に資する
特定有害物質含有物の輸入手続の緩和

規制の現状

 　日本国内で製造された材料・部品が、海外企業に輸出・販売され、海外の工
場で生産活動等に使用された後に、使用済触媒やめっき液などが発生する。
これら（※）は有価物を含んでおり、わが国の優れた技術でもってすれば、環境
に負荷をかけずに有価物を取出し、リサイクルすることができる。しかし、こうし
た有価物を含む特定有害物質含有物をリサイクル目的で日本に逆輸入しよう
とすると、いわゆるバーゼル法の適用を受ける。これらの行政手続等に２、３ヵ
月以上かかる場合もあるなど、多大な時間を要している。
　2006年３月の「３Ｒイニシアティブ高級事務レベル会合」において、３Ｒ推進の
ポイントとして、「製造設計段階から廃棄物管理に至るまでの総合的アプロー
チ」等の取組みが挙げられたが、現状関係国間では実現されていない。
※生産活動後に発生する有価物を含むものとして、例えば下記がある。
　プロダクト・スクラップ、使用後のめっき材料等、製造工程での金属付着物、使用済触媒、めっ
き液等

根拠法令等 特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律(バーゼル法)

要望内容

　わが国における製造・販売・輸出事業者が明確である材料・部品が、輸出国
で使用された後に発生した特定有害物質含有物であって、わが国において再
生利用可能な資源については、「製造から廃棄物管理に至るまでのアプロー
チ」のひとつとして、これを輸入する手続きの緩和措置を講ずべきである。少な
くとも国内においては、オンライン手続の導入も含めて行政手続の簡素化・迅
速化を図るべきである。

要望理由

　生産活動後に発生する有価物を含むものは、アジアの諸外国で処理をしよう
とすると廃棄物となって環境汚染につながるケースがあるが、わが国の事業者
は高いリサイクル技術を有しており、これらを逆輸入できれば、資源として有効
に活用できる。しかし、希少貴金属等の有価物は市況の変動が激しいため、行
政手続に多大な時間がかかってしまうと、ビジネスとして成立たなくなり、資源
の再利用ができない。
　ＥＵ圏では、特定有害物質を含有したものであっても、バーゼル条約よりＯＥ
ＣＤ理事会決議が優先され、廃棄物の再資源化循環目的の輸出入が行われ
ている。
　2007年６月に閣議決定された「21世紀環境立国戦略」には、「途上国では適
正な処理が困難だが日本では可能である廃棄物等を、各国から日本がその対
応能力の範囲内で受け入れ、高度な技術で金属を回収し、リサイクルする取
組を進める」旨が明記された。また、本年３月に閣議決定された「第２次循環型
社会形成推進基本計画」では、「国際的な循環型社会の構築に向けた我が国
の貢献」として、「東アジアにおける循環型社会形成の推進」「環境保全上望ま
しい形での国際移動の円滑化を図る」としている。わが国政府は３Rイニシア
ティブを推進している立場としてアジア圏における資源循環・再利用の促進と
発展に大きく寄与すべく、できるかぎりの措置を講ずべきである。

制度の所管官庁
及び担当課

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課適正処理・不法投棄対策室
経済産業省産業技術環境局環境政策課環境指導室
経済産業省貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課
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廃棄物・リサイクル、
環境保全(8) 産業廃棄物収集運搬業許可の広域化ならびに取扱いの徹底

規制の現状

①産業廃棄物収集運搬業は、許可権限単位ごと、かつ廃棄物の種類ごとに収集運
搬業の許可を取得しなければならない。
②産業廃棄物収集運搬業許可の更新手続においては、取扱う廃棄物の種類等に変
更がなければ、「事業計画の概要を記載した書類」の添付は不要とされている（廃棄
物処理法施行規則第９条の２第６項）。しかしながら、地方公共団体によっては、上記
書類に、産業廃棄物の種類ごとの排出事業者に関する詳細な情報（所在地、名称、
連絡先、排出場所の所在地、事業内容、産業廃棄物管理責任者の役職・氏名）を記
載させるところがあり、そのような地方公共団体では、許可更新時に「事業計画の概
要」の提出を求めている。さらに、排出事業者からの排出計画を提示できない場合
に、その産業廃棄物の種類についての許可を取消す措置が取られることがある。
③積替え・保管施設に関して、地方公共団体から、法律で規定されていない周辺住
民への説明会開催や同意書の取得を求められることがある。
　平成17年３月25日付環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課長通
知により、貨物駅または港湾における積替え・保管の定義が明確化された。この扱い
については地方公共団体で徐々に統一されつつあるが、その他の場合の扱いにつ
いても見直すべきである。

根拠法令等
廃棄物処理法第14条第１項
廃棄物処理法施行規則第９条の２第６項
平成17年３月25日付環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課長通知

要望内容

①産業廃棄物収集運搬業に係る許可権限について、少なくとも都道府県単位、さら
には地方ブロック単位に集約するなど、広域化すべきである。
②産業廃棄物収集運搬業許可の更新手続において、許可内容に変更のない場合に
添付不要とされている「事業計画の概要を記載した書類」の提出を求めることのない
よう、地方公共団体への指導を徹底すべきである。
③積替え・保管施設の設置・変更にあたって、周辺住民への説明会開催や同意書の
取得を求めないよう、地方公共団体に対して指導･徹底を図るべきである。また、貨
物駅または港湾における、積替え・保管の取扱いについて、平成17年３月25日付環
境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課長通知の運用を、地方公共
団体に対して周知徹底すべきである。

要望理由

①産業廃棄物収集運搬業者は、その業務の特性上、多くの地方公共団体と係わり
があるにもかかわらず、産業廃棄物の処理権限単位ごと（政令指定都市、都道府県
を含む）、なおかつ廃棄物の種類ごとに許可を取得しなければならず、これらの行政
手続は膨大である。許可権限については、政令指定都市単位などに限定すべきでは
なく、少なくとも都道府県単位、さらには地方ブロック単位に集約すべきである。
②輸送業務は典型的な受注産業であり、いつどの顧客からどのような輸送方法の発
注を受けるかをあらかじめ把握することは困難である一方、いつ発注があっても迅速
に対応できるように準備しておくことが、適正かつ迅速に廃棄物を処理するために不
可欠である。許可更新時に排出事業者からの排出計画に関する書類が添付できず
に、当該種類の産業廃棄物の収集運搬許可を削除され、例えばその翌月に当該種
類の運搬を受注しても、そこからまた２～３ヵ月をかけて、許可変更の申請を行うこと
のないようにすべきである。
　なお、地方公共団体の作成する申請者向け説明資料等にも、新規許可申請、更新
許可申請の区別なく、上記書類の添付を要する旨が表記されているものがある。
③積替え・保管施設を設置・変更する場合に、周辺住民への説明会開催や同意書の
取得を申請要件とする地方公共団体がある。動脈物流において輸送の効率化を図
るためには、小口で集めた物をまとめて運ぶことが基本であり、このことは、動脈物
流を通じて広く消費された後の物を集める静脈物流においても同じである。
　住民の同意が取れない結果、積替え・保管場所を一定のエリア内に配置できず、ト
ラック１台分に満たないような少量単位で排出されるもののリサイクルは進まない。
　また、貨物駅または港湾における産業廃棄物の積替え・保管に係る解釈について、
地方公共団体に周知徹底されておらず、効率的な物流の妨げになっている。

制度の所管官庁
及び担当課

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部
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廃棄物・リサイクル、
環境保全(9) 廃棄物処理法等に係る事前協議制等の見直し

規制の現状

　廃棄物処理法上、｢廃棄物処理施設の設置｣や｢域外からの産業廃棄物の搬
入｣等にあたって、地方公共団体との事前協議や周辺住民の同意が必要であ
るとの規定はない。にもかかわらず、地方公共団体の行政指導等によって、各
種許認可の取得・更新の申請を行う際に、事前協議の実施、周辺住民説明会
の開催、同意書の取得等が義務付けられている。

根拠法令等 地方公共団体の指導要綱

要望内容

　地方公共団体による事前協議制を簡略化あるいは廃止するよう、環境省は
地方公共団体に対して通知する等、引続き指導していくべきである。
　少なくとも、「域外から産業廃棄物を搬入する場合であって、最終処分や単純
焼却処理を行わずにリサイクル等の資源循環を行うときは、地方公共団体へ
の届出で済むようにする」等、環境省は、資源循環型社会の形成の阻害要因
となる行政指導等については見直すよう、地方公共団体に対して指導の徹底
を図るべきである。

要望理由

　事前協議が必要な場合は、許認可の取得までに非常に時間がかかり、迅速
な適正処理が困難となっている。とりわけ、産業廃棄物の域外からの搬入につ
いて、処理業者が、最終処分を行うかリサイクル処理を行うかにかかわらず、
一律の行政指導を受けてしまう。
　最近では、リサイクルの進展により、域外からのリサイクル処理案件が増加
しているが、そうしたものについても一律に取扱われるため、事前協議の審査
予約が取難く、リサイクル処理が進まないのが実情である。
　こうしたことから、排出事業者がリサイクルを目指しても、事前協議の難しさ
から、結果的にリサイクルせずに近隣の最終処分場で処分してしまうケースも
あり、循環型社会の構築を阻害する原因となっている。
　実際に、ある都道府県では、リサイクルを推進するため、一定の基準を満た
すマテリアルリサイクル施設の設置については、住民同意を不要とする指導要
綱の改正を行った。
　「規制改革推進のための第１次答申」（2007年５月30日）において「各地方公
共団体の事前協議規制の運用改善を通じて、産業廃棄物の搬入・搬出がス
ムーズに行われるように、地方公共団体に対して、周知徹底を図るべきであ
る」とし、2007年度中の措置が明記されたことは高く評価できるが、まだ実態は
変わっていないことから、引続き対応すべきである。

制度の所管官庁
及び担当課

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部
地方公共団体
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廃棄物・リサイクル、
環境保全(10) 廃棄物処理施設の設置に伴う都市計画審議会手続の合理化

規制の現状

 　一定規模以上の廃棄物処理施設の新築または増築にあたっては、リサイク
ル施設であっても、廃棄物処理法に基づく許認可申請のほかに、建築基準法
に基づいて、都道府県都市計画審議会の承認を得る必要がある。
　廃棄物処理施設に係る都市計画審議会の開催が不定期で、なかなか開催さ
れないのが実情であるとともに、法的な根拠がないにもかかわらず、地方公共
団体から周辺住民の同意を取付けることを求められることがあり、廃棄物処理
施設の設置が進まないのが現状である。

根拠法令等 建築基準法第51条

要望内容

　廃棄物処理施設の新築または増築に伴う都市計画審議会の開催を定期化
するとともに、現状よりも開催頻度を増大するよう、環境省ならびに国土交通
省は都道府県に対して、引続き指導の徹底を図るなど、廃棄物処理施設が円
滑に整備できるようにすべきである。
　もしくは、都市計画法に定める一定の用途地域内（例えば、工業専用地域、
工業地域など）におけるリサイクル施設の新築または増築については、都市計
画審議会の承認を要する行為の対象外とすべきである。

要望理由

　都市計画審議会の開催が不定期で、なかなか開催されないため、建築基準
法に基づく諸手続きを経るのに非常に長い時間がかかり、廃棄物処理施設の
設置が円滑に進まない。
　とりわけ、リサイクル施設であれば、焼却や埋立てを伴わないようなマテリア
ルリサイクル（木くず、がれき類、廃プラ等）であっても、建築確認や都市計画
審議会での承認、さらには地方公共団体によっては近隣住民の同意を要する
場合がある。
　少なくとも、「再生利用工場」として循環型社会の形成に寄与する施設につい
ては、工業専用地域、工業地域等の一定の用途地域内においては、すみやか
に設置できるようにすべきである。

制度の所管官庁
及び担当課

国土交通省住宅局市街地建築課
環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部
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廃棄物・リサイクル、
環境保全(11) 建設リサイクル法におけるリユースの扱いの見直し　【新規】

規制の現状

　循環型社会形成推進基本法第７条（循環資源の循環的な利用及び処分の基
本原則）において、リデュース・リユースがリサイクルに優先しなければならな
いことがうたわれている。
　しかしながら、建設リサイクル法では、もっぱら解体建築物のリサイクルを促
進することが目的とされていることから、特定建設資材（コンクリート、鉄、木
材、アスファルト等）を含む建材については分別解体することが前提とされてい
る。
　このことから、結果的に、リユースが行いにくい現状にある。

根拠法令等
循環型社会形成推進基本法第７条
建設リサイクル法第９条

要望内容

　住宅等の建材のうちリユースが可能な建材については、分別解体せずに、複
合状態のまま、解体現場から容易に持出せるよう、建設リサイクル法におけ
る、リユースの扱いを見直すべきである。
　具体的には、例えば、建設リサイクル法第９条の規定において、｢リユースが
可能な場合など正当な理由がある場合を除き、分別解体等をしなければなら
ない｣とするなど、建設リサイクル法上において、｢リユースができる場合はそれ
を優先する｣旨を明確にし、地方自治体によって判断が異なることがないように
すべきである。

要望理由

　循環型社会形成推進基本法の基本原則において、リユースがリサイクルに
優先すべきことが明記されているにもかかわらず、建設リサイクル法において
は、リサイクルすることが優先され、リユースするためには、「分別解体等の計
画等」の届出の際に、作業の変更とその理由を追記して、都道府県に届出な
ければならない。
　リユースがリサイクルに優先されるという基本原則に基づき、リユースする場
合に、リサイクルする場合よりも余計な記入手続が必要とされるという、現行の
建設リサイクル法の規定は見直すべきである。

制度の所管官庁
及び担当課

国土交通省総合政策局事業総括調整官室、建設業課
環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部
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